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第１章 科学技術政策の展開

第
１
章 

 第 2 節  総合科学技術会議 

 

総合科学技術会議（第 3-1-2 図、第 3-1-3 表）は、平成 13 年１月の設置以来、議長たる内閣総

理大臣の出席の下、原則毎月１回開催（平成 17 年３月までに計 44 回開催）している。 

 

 第 3-1-2 図  総合科学技術会議の組織図 
 

総合科学技術会議
（原則毎月１回開催）

① 科学技術に関する基本的な政策の調査審議
② 予算・人材等の資源配分方針等の調査審議

③ 国家的に重要な研究開発の評価

評価専門調査
会
(H13.1.18～)

<目的>
・競争的な研究開
発環境の実現
・効果的・効率的
な資源配分

<調査･検討事項>
・評価のための
ルール作り
・重要研究開発
の評価等

生命倫理専門
調査会
(H13.1.18～)

<目的>
生命科学の急

速な発展に対応

<調査･検討事項>
・ヒトＥＳ細胞
の樹立及び使用
に関する指針
・特定胚の取扱
いに関する指針
・ヒト胚の取扱
いに関する基本
的考え方
等

(クローン技術規制
法第４条第３項等)

宇宙開発利用
専門調査会
(H13.10.30～)

<目的>
・宇宙開発利用
の産業化
・宇宙利用の促
進

<調査･検討事項>
今後の宇宙開

発利用に対する
取り組みの基本
等

知的財産戦略
専門調査会
(H14.1.30～)

<目的>
研究開発投資

の拡充に対応し
た成果の創出と
確保を図り、国
際競争力を強化

<調査･検討事項>
知的財産の保

護と活用に関す
る総合的な戦略

<ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾁｰﾑ>
・研究における
特許使用円滑化
に関する検討ﾌﾟﾛ
ｼﾞｪｸﾄﾁｰﾑ
(H17.1.27～)

科学技術ｼｽﾃﾑ
改革専門調査
会
(H13.1.18～)

<目的>
・世界最高水準
の研究成果の創
出及びその社会
への還元の仕組
みの構築

<調査･検討事項>
・研究開発ｼｽﾃﾑ
改革
・産業技術力の
強化

等

<ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾁｰﾑ>

・競争的資金制
度改革ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
(H14.3.28～)

重点分野推進
戦略専門調査
会
(H13.1.18～)
<目的>

科学技術に関す
る予算・人材等の
資源配分の重点化
の着実な実施

<調査･検討事項>
分野別推進戦略

の作成等

<ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾁｰﾑ>
・ﾅﾉﾃｸﾉﾛｼﾞｰ・材
料研究開発推進ﾌﾟ
ﾛｼﾞｪｸﾄﾁｰﾑ

(H14.12.25～)
・環境研究開発推
進ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾁｰﾑ

(H15.3.28～)
・安全に資する科
学技術推進ﾌﾟﾛｼﾞｪ
ｸﾄﾁｰﾑ

(H16.10.28～)

基本政策専門
調査会
(H16.10.21～)

<目的>
科学技術創造立

国を目指し、第
３期科学技術基
本計画の策定に
資するため、調
査・検討を行う

<調査･検討事項>
・科学技術に関
する基本的な政
策

 
 

 

 第 3-1-3 表  総合科学技術会議議長及び議員（平成17年３月末時点） 
  

●議長 小泉 純一郎 内閣総理大臣 

●議員 

 ・閣僚６名：細田博之・内閣官房長官、棚橋泰文・科学技術政策担当大臣、 

       麻生太郎・総務大臣、谷垣禎一・財務大臣、中山成彬・文部科学大臣、 

       中川昭一・経済産業大臣 

 ・有識者７名：阿部博之・東北大学名誉教授、薬師寺泰蔵・慶應義塾大学客員教授、 

        岸本忠三・大阪大学客員教授、柘植綾夫・元三菱重工業代表取締役・ 

        常務取締役、黒田玲子・東京大学教授、松本和子・早稲田大学教授、 

        吉野浩行・本田技研工業（株）取締役相談役 

 ・関係機関の長１名：黒川清・日本学術会議会長 

  

(1) 平成17年度科学技術関係予算の改革 

平成 17 年度は第２期科学技術基本計画の最終年度であり、同計画に掲げた科学技術創造立国

実現のための諸目標の達成に向け、不必要な重複排除の徹底など科学技術関係予算の改革を進め、

質の高い施策への取組を強化した。 

（優先順位付け（SABC等）の改善） 

平成 17 年度予算編成において、科学技術政策担当大臣及び有識者議員により、すべての科学
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第３部 科学技術の振興に関して講じた施策 

技術関係予算をチェックした上で、外部専門家の協力を得て、関係府省が概算要求した施策につ

いての優先順位付け（SABCの４段階）を行うとともに、科学技術関係概算要求全体の過半を占

める独立行政法人、国立大学法人及び大学共同利用機関法人について、その科学技術関係の主た

る業務に対する見解等を取りまとめた（平成 16 年 10 月 21 日）。優先順位付けの結果は次のと

おり。 

 S ： 25 項目（９％）［特に重要な施策であり、積極的に実施すべきもの］ 

A ：120 項目（44％）［重要な施策であり、着実に実施すべきもの］ 

 B ：105 項目（38％）［問題点等を解決し、効果的、効率的な実施が求められるもの］ 

 C ： 25 項目（９％）［研究内容、計画、推進体制等の見直しが求められるもの］ 

また、「平成 17 年度科学技術関係予算の編成に向けて」について取りまとめ、内閣総理大臣及

び関係大臣に意見具申を行った（平成 16 年 11 月 26 日）。科学技術の重要性にかんがみ、平成

17 年度予算においては、一般歳出が減となっている中で、科学技術振興費については対前年度比

2.6％増となっている。なお、科学技術振興費以外の経費も含めた科学技術関係予算の総額は、同

0.8%減となっている。 

（科学技術連携施策群の創設・推進） 

国家的・社会的重要性等の観点から八つのテーマ（①ポストゲノム－健康科学の推進－、②新

興・再興感染症、③ユビキタスネットワーク－電子タグ技術等の展開－、④次世代ロボット－共

通プラットフォーム技術の確立－、⑤バイオマス利活用、⑥水素利用／燃料電池、⑦ナノバイオ

テクノロジー、⑧地域科学技術クラスター）を決定するとともに、関連施策について不必要な重

複排除や連携強化を図るための点検を行い、優先順位付け等に反映した。 

（競争的研究資金の改革の徹底及び重点的拡充） 

創造的な研究開発活動を展開していくため、競争的な研究開発環境を整備することが必要であ

る。このため、競争的研究資金の効果を最大限に発揮するための制度改革を徹底するとともに、

基本計画で定められた競争的研究資金倍増目標に向けて重点的拡充を図った。 

この結果、審査体制の整備等の制度改革の進展とともに、平成 17 年度予算において、競争的

研究資金は 4,672 億円（対前年度 29.6％増、平成 12 年度比 157.4％）を計上した。 

(2) 科学技術に関する予算、人材等の資源配分の方針 

総合科学技術会議は、基本計画、分野別推進戦略（後述）等を踏まえて、次年度における科学

技術に関する施策のうち、特に重点的に推進すべき事項等について内閣総理大臣に意見を述べ、

その上で、次年度の重要な施策、資源配分に関する考え方を明らかにし、関係大臣に示すことと

されている。さらに、総合科学技術会議において示された考え方を踏まえた資源配分が行われる

よう、必要に応じて予算編成過程において財政当局との連携を図ることとされている。 

（平成17年度の科学技術に関する予算、人材等の資源配分の方針の作成［平成16年５月26日］） 

平成 17 年度においては、基本計画に掲げる諸目標の達成に向けて、科学技術関係施策への取

組を加速させ、特に、科学技術関係施策への政府投資については、戦略的に重点化を進めつつ、

強化・充実を図ることが必要であるとした。その際、①我が国の発展基盤となる研究開発の着実

な推進、②我が国の経済を発展させ国際競争力を確保する科学技術活動の推進、③安心、安全な
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第１章 科学技術政策の展開

第
１
章 

生活を実現する科学技術活動の推進、④科学技術システムの改革等といった方向性に合致する施

策を重視することとした。 

（経済活性化のための研究開発プロジェクト（みらい創造プロジェクト）） 

我が国の経済を発展させ国際競争力を確保・強化していくために、経済活性化のための研究開

発プロジェクト（みらい創造プロジェクト）を推進している。平成 16 年度予算の総額は 1,059

億円（対前年度比 43％増）となった。 

(3) 平成16年度における総合科学技術会議の主な取組 

（重点分野における推進方策の検討） 

平成 13 年度において、基本計画が定める重点化戦略に基づき、ライフサイエンス、情報通信、

環境、ナノテクノロジー・材料、エネルギー、製造技術、社会基盤及びフロンティアの８分野に

ついて「分野別推進戦略」を作成した（第 3-1-4 図）。この分野別推進戦略に基づき施策を推進し

ている（第３部第２章第２節参照）。 

 

 第 3-1-4 図  分野別推進戦略のポイント（平成13年９月21日） 
 

１．現状と課題

２１世紀は「生命の世紀」といわれる。我が国はゲノム解析で出後れたが、SNPsやタンパク質等

先端研究開発の実績を踏まえて、ポストゲノム研究及び産業応用での巻き返しをねらう。

少子高齢社会において「健康寿命」の延伸を目指すとともに、社会問題化している感染症､
アレルギーやストレス等により引き起こされる疾病の克服を図る。さらに、多様な生物資源と
生物機能を活用し､産業競争力の強化を図り､豊かな生活を実現する。
(1)「国民の健康を守る」ための技術開発

・活力ある長寿社会の実現のためのゲノム関連技術を活用した疾病の予防･治療技術
・感染症や環境因子に対応した生体防御機構の解明と疾病の予防･治療技術
・こころの健康と脳に関する基礎的研究推進と疾病の予防･治療技術

(2)「競争力」と「持続的発展」のための技術開発
・生物機能を活用した物質生産及び環境対応技術
・食料供給力の向上と食生活の改善に貢献する食料科学･技術

(3)萌芽・融合領域及び先端解析技術開発、成果の社会還元を加速する制度・体制の構築

(1)健康で安心な生活を実現するために
・「生活習慣病」及び、「認知症」、「寝たきり」等の原因となる疾患対策：年間数千万SNPsの

解析／大規模かつ高難度のタンパク質の構造・機能解析／疾患ごとに10個程度の関連
遺伝子の同定／薬の開発期間の短縮／個人の体質に合った（テイラーメイド)薬剤の効

果的な処方の実現等
・感染症や有害物質等の環境因子対策：C型肝炎等の発症機構の解明／ワクチン等によ

る感染予防・発病抑制等
・精神・神経疾患対策：脳科学の促進／アルツハイマー等の神経疾患の新規診断・治療

法の開発に着手／非侵襲性脳機能計測による診断技術開発
(2)ゲノム関連技術を活用し、微生物、動植物を用いた、有用物質の生産技術や環境汚染

物質の分解技術等の高度化／環境ストレス耐性作物の開発等による食料供給力の向上
(3)ﾊﾞｲｵｲﾝﾌｫﾏﾃｨｸｽ、ﾅﾉﾊﾞｲｵﾛｼﾞｰ等の融合領域の研究推進／臨床研究の促進／生命倫

理に係る合意形成／遺伝子組換え体の社会的受容促進／知的財産化促進等

(1)国家的取組強化のための各省の施策を総合的に評価・助言する推進体制の構築

(2)産学官の効果的連携と研究成果を社会に還元する制度・体制の整備等
臨床研究推進／生命倫理／遺伝子組換え体安全性検証／知的財産権確保支援

(3)ﾊﾞｲｵｲﾝﾌｫﾏﾃｨｸｽ、先端解析・治療機器開発等、工学、理学、医薬学、農学等の融合領
域の人材育成のための教育・研究拠点整備等

重点４分野：特に重点を置き、優先的に研究開発資源を配分
－分野の状況、重点化の考え方及び重点領域、５年間の開発目標、推進方策－

重点４分野：特に重点を置き、優先的に研究開発資源を配分
－分野の状況、重点化の考え方及び重点領域、５年間の開発目標、推進方策－

１．現状と課題１．現状と課題１．現状と課題

２．重点化の考え方及び重点領域２．重点化の考え方及び重点領域２．重点化の考え方及び重点領域

３．５年間の研究開発目標３．５年間の研究開発目標３．５年間の研究開発目標

４．推進方策４．推進方策４．推進方策

ライフサイエンス分野

米国との情報通信技術格差が拡大する一方、民間研究開発投資も伸び悩んでおり、産学
官連携も不足。我が国経済は情報通信産業に大きく依存しており、国際競争力強化が急務

日本の優位なモバイル、光、デバイス技術を核とした国際競争力の強化と安心・安全で
快適な生活の実現、次世代情報通信技術、研究開発基盤の強化等の観点より重点化。

○ネットワークがすみずみまで行き渡った社会への対応と世界市場の創造に向けた、
「高速・高信頼情報通信システム」の構築

・家庭、オフィス、移動時など、いつでもどこでも大量の情報を無線及び光ネットワー
クを介して高品質に交換・活用でき、高度インターネットを支える超高速モバイル
インターネットシステムを実現する技術

・高機能・低消費電力デバイス技術
・利便性、安全性・信頼性向上技術、ソフトウェア、コンテンツ技術、分散して存在
するコンピューティングパワーなどを柔軟かつ安全に活用できる技術等

○次世代情報通信技術等－次世代ヒューマンインターフェース、量子情報通信、高度な
交通情報システム（ITS等）など

○研究開発基盤－科学技術データベース、スパコンネットワーク、計算科学等
○ソフトウェア、インターネット、融合領域等の人材育成

(1) 高速・高信頼情報通信システム

・数十ﾒｶﾞﾋﾞｯﾄ/秒級の無線ｱｸｾｽ､10ﾃﾗﾋﾞｯﾄ/秒の全光網、IPv6による超大規模な接続(ﾉｰﾄﾞ)

と高品質実時間伝送、１ｷﾞｶﾞﾍﾙﾂ級の高速・高機能で１週間充電不要な携帯端末の実現等
・10万人規模の同時アクセスが可能なデータベース、暗号・認証技術の高度化、ソフトウ

ェアの信頼性・生産性向上の開発手法の確立、デジタル権利管理システムの実現等

(2)次世代情報通信技術等： 状況を判断して利用者の意図を理解する技術、比較的短距離

での量子暗号鍵配布、次世代ｲﾝﾀｰﾈｯﾄを用いた高度ITS、ギガビット級の高速インターネッ
ト宇宙通信の実現等

(3)研究開発基盤： 科学技術情報の電子化と検索システム、国の研究機関及び大学で統合

し共通化したスパコンネットワークの実現等

(1)研究開発の実用化促進： 産学官連携強化等による実用化を強く意識した研究開発の
促進、国際的な標準化の推進、テストベッドによる実環境での技術開発の促進

(2) 研究開発体制： 研究者の流動化促進とベンチャー育成、大学や研究機関における
研究拠点化、情報通信分野の高水準の教員及び人材育成規模等の大幅な増大

(3) 社会的影響の検討等： 情報通信の社会への影響等の研究、
IT戦略本部との連携、国際的な標準化や技術移転などのための戦略的な国際連携等

１．現状と課題１．現状と課題１．現状と課題

３．５年間の研究開発目標３．５年間の研究開発目標３．５年間の研究開発目標

４．推進方策４．推進方策４．推進方策

情報通信分野

２．重点化の考え方及び重点領域２．重点化の考え方及び重点領域２．重点化の考え方及び重点領域
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第３部 科学技術の振興に関して講じた施策 

環境分野
１．現状と課題

環境問題の広域化・複雑化により、個別の研究から計画的な総合研究への展開が求めら
れている。同時に総合的な観点から人間－環境システム研究や予見的・予防的研究（シナ
リオ主導型環境研究）の構築が課題。

緊急・重大な環境問題の解決に寄与し、持続可能な社会の構築に資する研究。自然科学－
人文・社会科学を融合し、省際的に連携して取り組むシナリオ主導型のイニシャティブを創
設して推進する研究。

【重点課題】
○ 地球温暖化研究 ○標準物質、環境生物資源等の知的基盤整備
○ ゴミゼロ型・資源循環型技術研究 ○先導的研究
○ 自然共生型流域圏・都市再生技術研究
○ 化学物質リスク総合管理技術研究
○ 地球規模水循環変動研究

(1)地球温暖化研究：人類や生態系に危機をもたらさないような大気中の温室効果ガス排
出抑制の可能性を探求し、科学的知見の取得・体系化、対策技術の開発・高度化、温
暖化抑制シナリオ策定を検討。

(2)ゴミゼロ型・資源循環型技術研究：廃棄物の減量化、再生利用率の向上並びに有害廃
棄物による環境リスクの低減に資する技術及びシステムの開発。

(3)自然共生型流域圏・都市再生技術研究：主要都市圏の自然共生化の具体的プラン作成
に資するため、都市が抱える高環境負荷及び自然環境の後退・劣化という環境問題の
解決方策を提示し、流域圏・都市再生技術・システムを体系的に整備。

(4)化学物質リスク総合管理技術研究：リスク管理の必要性・緊急性が高いと予想される
化学物質を定めつつ、｢安全・安心｣を確保するため、化学物質総合管理の技術基盤・
知識体系・知的基盤を構築。

(5)地球規模水循環変動研究：水資源需給・水循環変動が人間社会に及ぼす影響を評価
し、持続可能な発展を目指した水管理手法を確立するための科学的知見・技術的基盤
を提供。

(6)環境分野の知的研究基盤：環境研究の知的基盤の充実・高度化。
(7)先導的研究の推進：環境問題解決のため革新的知見の開発、新たなパラダイム構築。

(1)研究開発の質の向上：①イニシャティブの推進・評価体制確立 ②国際協力 ③研究
開発の普及、環境政策への反映、社会的理解を踏まえた取組 ④産学官の役割分担、
連携 ⑤地方公共団体やNGO等による地域的取組との連携

(2)必要となる資源：①競争的資金の充実・拡充 ②人材の確保・育成、国際的な研究ネ
ットワーク強化、外国人研究者受入体制充実、環境関連大学機関の支援と積極活用
③異分野との連携：他分野での新手法・技術の積極活用による環境研究のパラダ
イム革新 ④環境研究に固有で重要な大型施設・設備の整備

１．現状と課題
ナノテクノロジーは、広範な産業の技術革新につながる可能性大。各国の戦略的取組も
活発化。材料技術は、高付加価値の機能性材料で競争力を発揮。

「産業競争力の強化、経済の持続的成長の基盤形成」、「環境・エネルギー問題、少子高齢
化への対応」、「国民の安全・安心な生活の確保、戦略的技術の保有」の観点から重点化。
時間軸の明確化とともに、基盤となる計測・評価・加工技術、材料技術等を着実に実施。

○次世代情報通信システム用ナノデバイス・材料
○環境保全・エネルギー利用高度化材料
○医療用極小システム・材料、生物のメカニズムを活用し制御するナノバイオロジー
○計測・評価、加工、数値解析・シミュレーションなどの基盤技術と波及分野
○革新的な物性、機能を付与するための物質・材料技術

○次世代情報通信システム用ナノデバイス・材料
－ 高速・高集積デバイス技術における国際競争力の確保
－ 多様な新原理デバイスの競争的開発による次世代最先端基幹技術の絞込み

○環境保全・エネルギー利用高度化材料
－ ＣＯＰ３目標実現に必要なＣＯ２排出量削減のための材料の実現と実社会への浸透
－ 化学物質リスク削減・除去技術の実現と実社会・国民生活への組込み

○医療用極小システム・材料、生物のメカニズムを活用し制御するナノバイオロジー
－ 健康寿命延伸のための生体機能性材料・ピンポイント治療等技術のシーズ確立

－ 生体分子の動作原理等を活用したシステムの構築のための基礎原理の解明
○計測・評価、加工、数値解析・シミュレーションなどの基盤技術と波及分野

－ 上記３領域で必要なレベルに対して１桁以上高精度な計測、加工技術の実現
－ 新規材料並びに新デバイス開発におけるシミュレーション活用の定着

○革新的な物性、機能を付与するための物質・材料技術

－ 従来の材料分類の垣根を超えた研究開発による多様な材料の確保
－ 社会的な課題の迅速な解決につなげる研究・生産手法の構築

○研究開発現場の競争の活性化とそのための環境整備
（競争的資金の重視、省庁・制度の枠を超えた推進、知的財産権の戦略的取得等）
○異分野間や研究者間の融合の促進
（融合的取組に対する支援、研究者・機関間のネットワーク構築等）
○産業化に結びつけていく仕組みの構築、産学官連携
（技術移転の加速化、支援策等インセンティブの向上、人的流動の促進）
○人材の確保・養成
（融合的領域に対応する人材､研究支援者､研究評価･ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ能力のある人材）

１．現状と課題１．現状と課題１．現状と課題

２．重点化の考え方及び重点領域２．重点化の考え方及び重点領域２．重点化の考え方及び重点領域

３．５年間の研究開発目標３．５年間の研究開発目標３．５年間の研究開発目標

４．推進方策４．推進方策４．推進方策

環境分野

１．現状と課題１．現状と課題１．現状と課題

２．重点化の考え方及び重点領域２．重点化の考え方及び重点領域２．重点化の考え方及び重点領域

３．５年間の研究開発目標３．５年間の研究開発目標３．５年間の研究開発目標

４．推進方策４．推進方策４．推進方策

ナノテクノロジー・材料分野

 

①供給、輸送、変換、消費のエネルギートータルシステムの変革をもたらす研究開発
３Ｅ達成への抜本的、効率的な取組。

②エネルギーインフラを高度化していくため 必要な研究開発
エネルギーインフラに係る諸要素の研究開発。効率性、環境面等からの高度化。

③エネルギーの安全・安心のための研究開発
エネルギーのあらゆる側面において安全を確保し国民の安心を得る研究開発。

④エネルギーを社会的・経済的に総合評価・ 分析する研究
社会、経済、環境の諸面の総合分析評価、社会的理解を深める研究開発、産業創出の観点からの研究等。

＊上記項目に対応した５年間の目標を設定した。

1.研究開発の質と効率の向上を図るための重要事項
(1) 発展途上国等へ移転可能な成果の創出、国際共同研究への参加等の国際協力の積

極的活用。
(2) 研究開発成果に対する社会的理解の促進、普及・導入に関わる諸状況を十分に踏

まえた取組と研究開発の評価。
(3) システム技術の効率的開発推進のためのには産学官の役割分担、連携。
(4) 省庁横断的課題についてのは省庁間の連携による効率的推進。
(5) 短・中・長期的研究開発課題の整合性ある取組。

2.必要となる資源に関する留意事項
人材の確保・育成。エネルギー利用、安全に係る教育の充実。

○安全の構築
異常自然現象発生メカニズム、発災時即応システム（防災ＩＴ、救急救命システム等）、
過密都市圏での巨大災害被害軽減対策、中枢機能及び文化財等の防護システム、
超高度防災支援システム、高度道路交通システム（ＩＴＳ）、
陸上、海上及び航空安全対策、社会基盤の劣化対策、
有害危険物質・犯罪対応等安全対策

○美しい日本の再生と質の高い生活の基盤創成
自然と共生した美しい生活空間の再構築、広域地域課題、
流域水循環系健全化・総合水管理、新しい人と物の流れに対応する交通システム、
バリアフリーシステム・ユニバーサルデザイン化、社会情報基盤技術・システム

■開発途上国の社会基盤づくりへの主体的研究開発協力の姿勢が不可欠
＊上記項目に対応した５年間の目標を設定した。

○社会基盤整備の政策研究の充実
○科学技術系研究者と人文社会系研究者の協働促進
○行政間横断的領域の研究開発の充実
○産学官の研究者の交流の活性化（学協会を含む。）
○社会基盤科学技術に関する国際的組織(特に東アジア)の形成
○開発途上国の発展に寄与する社会基盤形成の研究開発促進

○安全（セキュリティ）の確保
衛星による情報収集技術（輸送能力を含む。）、高度な測位及び探査技術

○世界市場の開拓を目指せる技術革新
輸送系の低コスト・高信頼性化技術、衛星系の次世代化技術、 海洋資源利用のための技術

○人類の知的創造への国際貢献と国際的地位の確保
国民、とくに次世代が夢と希望と誇りを抱ける国際プロジェクト、地球環境情報の世界ネットワーク構築

＊上記項目に対応した５年間の目標を設定した。

○国として一体的な推進ができる宇宙開発利用の仕組みの再構築
○宇宙産業の基幹産業への成長に必要な官民分担・協力システムの確立。
○他分野との連携による海洋利用の促進
○地球環境変動に関する研究成果の社会への還元
○基礎研究の計画的推進と人材養成・確保
○継続的・シームレスな情報の獲得・処理・蓄積と世界に発信できるシステムの確立
○最新の高度情報技術を取り入れた研究開発手法・システムの確立
○国際プロジェクトを円滑に推進するための、協力関係の明確化
○国民に分かりやすく説明できるインタープリターの育成と広報公聴活動の活性化
○研究開発の効率性の飛躍的向上、特に大きなプロジェクトの効率化

その他４分野：国の存立にとって基盤的であり、国として取り組むことが不可欠な領域を重視その他４分野：国の存立にとって基盤的であり、国として取り組むことが不可欠な領域を重視

○製造技術革新による競争力強化
IT高度利用による生産性の飛躍的向上、ﾌﾞﾚｰｸｽﾙｰ技術による製造ﾌﾟﾛｾｽの変革
品質管理・安全・メンテナンス技術の高度化

○製造技術の新たな領域開拓
高付加価値製品化技術（ﾅﾉﾃｸ応用等） 新たな需要を開拓するための技術

○環境負荷最小化のための製造技術
循環型社会形成に適応した生産ｼｽﾃﾑ、有害物質極小化、地球温暖化対策

＊上記項目に対応した５年間の目標を設定した。

（1）人材の育成、独創性を発揮しうる環境整備
（2）知識基盤、技術・ノウハウの蓄積
（3）知的財産権に関する戦略

①知的財産権の取得に関するインセンティブ ②当該特許による起業時の支援策
③発明者が正当に評価される社会と制度

（4）産学官連携のあり方の検討
①研究初期段階からの連携・役割分担の明確化 ②人材流動化の促進
③産学官連携時のマッチングファンド等の推進 ④利益相反問題に対する権利関係の明確化

（5）知的基盤の整備、標準化の推進
（6）ベンチャービジネス化等の実用化への推進

①新たな製造技術領域でのベンチャービジネスによる市場参入の支援策 ②TLOの積極的活用による大学
研究成果の産業界へのスムーズな移転 ③実用化補助金制度の積極的利用

製造技術分野

１．重点領域及び５年間の研究開発目標１．重点領域及び５年間の研究開発目標１．重点領域及び５年間の研究開発目標

２．推進方策２．推進方策２．推進方策

エネルギー分野

１．重点領域及び５年間の研究開発目標１．重点領域及び５年間の研究開発目標１．重点領域及び５年間の研究開発目標

２．推進方策２．推進方策２．推進方策

社会基盤分野

１．重点領域及び５年間の研究開発目標１．重点領域及び５年間の研究開発目標１．重点領域及び５年間の研究開発目標

２．推進方策２．推進方策２．推進方策

フロンティア分野

１．重点領域及び５年間の研究開発目標１．重点領域及び５年間の研究開発目標１．重点領域及び５年間の研究開発目標

２．推進方策２．推進方策２．推進方策

 

（環境分野の推進） 

「地球観測の推進戦略」（平成 16 年 12 月 27 日意見具申） 

国際協力による全球地球観測システムの構築に向けた取組が進められている中、我が国の地球

観測の取組を明確にする調査・検討を行い、関係大臣に意見具申した。本報告では、関係府省・

機関の連携の下で、「利用ニーズ主導の統合された地球観測システムの構築」を図ることが重要で
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第１章 科学技術政策の展開

第
１
章 

あり、その効果的・効率的な運用のためには推進体制・組織の整備を必要としている。 

（ナノテクノロジー・材料分野の推進） 

ナノテクノロジー・材料分野の研究開発及び産業化推進のため、「ナノテクノロジー・材料分野

の産業発掘の推進について」（平成 15 年７月 23 日意見具申）に基づき、府省「連携プロジェク

ト」として「革新的構造材料の建設市場への活用」のプロジェクトを実施している。また、ナノ

テクノロジーとバイオテクノロジーの融合技術の研究開発は、「科学技術連携施策群」ナノバイオ

テクノロジーに位置付けし直して推進することとしている。 

（評価） 

①研究開発の中間評価実施状況の把握（平成16年７月15日） 

平成 16 年度予算が 10 億円以上の継続中の研究開発について、科学技術政策担当大臣及び有識

者議員が各府省の中間評価の実施状況を把握し、長期間未実施のものについては適切に中間評価

を実施するように指摘した。 

②大規模新規研究開発の評価のフォローアップ（平成16年８月４日） 

平成 14 年度に実施した大規模新規研究開発の評価のフォローアップ（再生医療の実現化プロ

ジェクト、イネ・ゲノム機能解析研究）を行い、改善点等について関係省に提示した。 

③「国の研究開発評価に関する大綱的指針」のフォローアップ結果及び大綱的指針の見直し等に

ついて（平成17年３月29日意見具申） 

我が国における研究開発評価の全般的実施状況を調査して評価実施に伴う進展や問題点を把握

するとともに、研究開発評価の今後の課題と改善方向を明らかにし、併せてこの方向に沿った大

綱的指針の具体的な見直し案等を取りまとめ、関係大臣に意見具申した。 

（知的財産戦略） 

「知的財産戦略について」（平成 16 年５月 26 日意見具申） 

国立大学法人化を契機に、大学などにおける知的財産等研究成果の取扱いの明確化などの課題

について調査・検討を行い、関係大臣に意見具申した。また、平成 16 年５月に知的財産戦略本

部が取りまとめた「知的財産推進計画 2004」に反映された（第３部第３章第６節４参照）。 

（科学技術関係人材の育成・確保） 

「科学技術関係人材の育成と活用について」（平成 16 年７月 23 日意見具申） 

世界水準の研究成果とその活用を推進するため、必要な科学者・技術者及び専門家の育成・確

保について調査・検討を行い、関係大臣に意見具申した。本報告においては、①国際的にリーダー

シップを発揮できるような人材の育成、世界的に高水準の高等教育と多様性や創造性を伸ばして

ゆける初等中等教育、③斬新な価値を創造できる研究教育の環境の実現等が必要としている（第

３部第３章第４節参照）。 

（生命倫理への対応） 

「ヒト胚の取扱いに関する基本的考え方」（平成 16 年７月 23 日意見具申） 
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第３部 科学技術の振興に関して講じた施策 

「ヒトに関するクローン技術等の規制に関する法律」附則第２条に基づき、ヒト胚の取扱いに

関する基本的考え方について調査・検討を行い、関係大臣に意見具申した。本報告においては、

ヒト胚を損なう取扱いは原則禁止としつつ、人の健康と福祉に関する幸福追求の要請に応えるた

めには、ヒト胚を損なう取扱いであるとしても、例外的に認めざるをえない場合があるとのヒト

胚の取扱いに関する社会規範を示した（第３部第２章第２節１（２）参照）。 

（宇宙開発利用の推進） 

「我が国における宇宙開発利用の基本戦略」（平成 16 年９月９日意見具申） 

昨今の宇宙開発利用を取り巻く国内外の状況変化を踏まえ、国家戦略技術としての重要性、総

合的な安全保障への貢献、地球・人類の持続的発展等を宇宙開発利用の意義として意見具申した。

また、本報告では、我が国が必要な時に独自に衛星等を打ち上げる能力を将来にわたって維持す

るとともに、信頼性の確保を最重視し、基盤技術を強化する基本方針の下、宇宙開発利用を推進

することとしている（第３部第２章第２節８参照）。 

（安全に資する科学技術の推進） 

近年、大規模災害、各種テロ、凶悪犯罪、新興・再興感染症等、国民を脅かす様々な事態が多

数発生しており、我が国の危機管理体制を強化し、安全な社会を構築することが喫緊の国家的課

題となっている。このため、重点分野推進戦略専門調査会の下に、平成 16 年 10 月に安全に資す

る科学技術推進プロジェクトチームを設置し、国民が安心して生活をおくることができる安全な

社会を構築するための科学技術について調査・検討を行っている。 

（科学技術振興調整費） 

科学技術振興調整費は、総合科学技術会議が定める方針に基づき、各府省の施策の先鞭
べん

となる

施策に取り組むなど科学技術システム改革を推進するための競争的研究資金である。平成 16 年

度には、特に科学技術振興調整費による緊急研究開発等として「新潟県中越地震に関する緊急調

査研究」（平成 16 年 11 月４日）、「スマトラ島沖大地震及びインド洋津波被害に関する緊急調査

研究」（平成 17 年１月 19 日）の２課題を指定した（第３部第３章第１節１（５）参照）。 

(4) 第３期科学技術基本計画の策定に向けた取組 

（第２期科学技術基本計画のフォローアップ） 

「科学技術基本計画（平成 13 年度～17 年度）に基づく科学技術政策の進捗状況」（平成 16 年

５月 26 日意見具申） 

基本計画に基づき、基本計画に掲げる施策の実施状況について、平成 13 年度から平成 15 年度

までの３年間に実施された施策の実施状況を中心に詳細なフォローアップを行い、併せて、今後

取り組むべき基本的課題を取りまとめた。 

また、平成 15～16 年度の科学技術振興調整費により、第１期及び第２期科学技術基本計画の

フォローアップとして「基本計画の達成効果の評価のための調査」を科学技術政策研究所におい

て実施した（平成 17 年３月公表）。 

（基本政策の調査・検討） 

総合科学技術会議は、科学技術基本計画の基となる、科学技術に関する基本政策を取りまとめ
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第１章 科学技術政策の展開

第
１
章 

ることとされており、平成 18 年度からの５か年間を対象とする第３期科学技術基本計画の策定

に資するため、平成 16 年 10 月に、基本政策専門調査会を設置した。本調査会は、研究者のみな

らず、国際政治、安全保障、経済、財政、法律、企業経営など幅広い分野の有識者により構成さ

れている。平成 16 年 12 月には内閣総理大臣から諮問「科学技術に関する基本政策について」を

受け、科学技術に関する基本的な政策についての調査・検討を行っている。 

 

 第 3 節  科学技術行政体制及び予算 

 

  1   科学技術行政体制 
 

我が国の科学技術に関する施策は、「科学技術基本法」、科学技術基本計画を基本とし、このほ

か旧科学技術会議及び総合科学技術会議の様々な答申等を踏まえて、関係行政機関がそれぞれの

所掌に基づき、国立試験研究機関、特殊法人、独立行政法人、大学・大学共同利用機関等におけ

る研究の実施、各種の研究制度による研究の推進や研究開発環境の整備等を行っている（第 3-1-5

図）。 

 

 第 3-1-5 図  日本の科学技術行政機構図（平成17年３月現在） 
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